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お知らせ

国民年金保険料の納付方法
3511

　国民年金保険料には、納付書
やスマートフォンアプリを使用
したキャッシュレス決済のほか、
口座振替やクレジットカード納
付などがあります。前納による
割引制度もあり、口座振替は、
納付書やクレジットカード納付
よりも割引が大きくなります。

�一宮年金事務所（ 0586-
45-1418）　※郵送可。口
座振替は金融機関でも申込可

二十歳（はたち）のつどい
2863

�１月11日㈰、午前10時（午
前９時15分開場）
�名古屋文理大学文化フォーラム

（市民会館）大ホール
�平成17年４月２日～平成18
年４月１日生まれで、12月
１日現在、市の住民基本台帳
に登録されている方
�式典、アトラクション
��該当者には、案内を送付しま
すので、12月12日㈮までに
案内が届かない場合は、問い
合わせてください。市外へ転
出した方も参加できますが案
内は送付しませんので、直接
会場へお越しください
生涯学習課　 32-1440

支所でマイナンバーカー
ドの新規・更新手続きを
サポートします　　　　　　　　　　 580

　市職員が顔写真の撮影から申
請、マイナンバーカードと健康
保険証の連携をサポートします。

��午前９時30分～ 11時30分・
午後１時～４時
�市内在住の方
�運転免許証などの本人確認が
できる書類（顔写真付きでな
いものは２点以上必要）　※
持っている方はマイナンバー
カード、通知カードも必要
�市役所市民課では常時サポー
トを行っています
�市民課　 32-1302
開催日 場所

12月18日㈭ 祖父江支所

12月23日㈫ 平和支所

特設人権相談所の開設
　12月４日～ 10日の人権週
間に合わせて、特設人権相談所
を設けます。秘密は厳守します。

�12月25日㈭、午後１時30
分～４時
�市役所相談室３
�常時開設している相談窓口
もあります。詳しくは、
615 で確認してください
福祉課

　 32-1278

確定申告・市県民税申
告会のお知らせ

　２月16日㈪～３月16日㈪に
市役所で確定申告・市県民税申
告会を開催する予定です。会場
に入場するには、予約が必要で
す。大変混み合うことが予想さ
れるため、ご自身のスマート
フォンやパソコンで申告可能な
e-Taxをご利用ください。
　予約方法など詳しくは、広報
いなざわ１月号および２月号を
確認してください。

課税課　 32-1205

一宮税務署から確定申告
に関するお知らせ

　令和７年分の所得税などの確
定申告は、スマートフォンとマ
イナンバーカードを利用した
e-Tax申告をご利用ください。

「マイナポータル」とe-Tax、
ねんきんネット、民間送達サー
ビスなどを連携することで、該
当項目を自動入力できます。
　マイナンバーカードの電子証
明書は有効期限が設けられてい
ます。マイナンバーカードに記
載されている電子証明書の有効
期限が過ぎている場合は、事前
に住民票のある市区町村で更新
手続きをしてください。

一宮税務署
　 0586-72-4331

ご寄付ありがとうございます

●保健室の環境充実のために
　�稲沢緑ライオンズクラブ様（朝府町）…空気清浄機６台

●児童発達支援センター設置のために（企業版ふるさと納税）
　�㈱尾張ホールディングス様（岐阜県岐阜市）…100万円

家屋を取り壊したときは
673

　固定資産税を適切に課税する
ために、家屋を取り壊したとき
は、課税課へ連絡してください。
調査員が現場確認に伺います。

��令和７年１月２日～令和８年
１月１日に取り壊された家屋
は、令和８年度から課税対象
ではなくなります
課税課　 32-1239

住宅用地の利用変更は
申告を 705

　宅地に対して課税する固定資
産税は、利用状況で住宅用地と
非住宅用地に区分され、税負担
が異なります。土地の利用状況
に変更があった場合は、必ず申
告してください。

�令和７年１月２日～令和８年
１月１日に、次のいずれかを
行った土地の所有者　①住宅
の新築（同じ敷地に建て替
えた場合は不要）②住宅を工
場・店舗・倉庫などの非住宅
に変更③工場・店舗・倉庫な
どを住宅に変更④住宅を取り
壊し、駐車場などに変更

申告期限　２月２日㈪
課税課　 32-1217

空き家の譲渡所得の3,000万円特別控除制度 239
　この制度は、空き家を相続した人が、耐震リフォ―ムまたは取り壊
した後、その家屋または敷地を譲渡した場合、譲渡所得の金額から
3,000万円控除する制度です。適用の可否を申告先の税務署で確認の
上、建築課へ相談してください。

�昭和56年5月31日以前に建築された家屋など
建築課　 32-1418

入札参加資格審査申請の定時受け付け 207
　令和８・９年度に市が発注する契約に係る入札への参加など、市と
取り引きを希望する方は入札参加資格審査申請（下表）が必要です。

契約検査課　 32-1181

申請区分 ①建設工事②設計、測量、建設コンサルタント等業務
③物品の製造販売・買受け､ 役務の提供等

申請方法 あいち電子調達共同システム（①②CALS/EC③物品等）
※電子申請のみ

必要な物 電子入札コアシステム対応認証局発行のICカ－ド
※③申請時には不要。電子入札時に必要

受付期間 １月５日㈪～ ２月16日㈪、午前８時～午後８時（平日のみ）

有効期間 令和８年４月１日～令和10年３月31日（２年間）

※�共同企業体は申請できません

財源確保のため有料広告を掲載しています。広告内容の問い合わせは、直接広告主へお願いします。
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財源確保のため有料広告を掲載しています。広告内容の問い合わせは、直接広告主へお願いします。
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